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はじめに
　2015 年の秋、ヨーロッパはある激震に見舞われた。内戦のために国家崩壊の瀬戸
際に立たされたシリアを中心とする中東をはじめ、アフリカ北岸地域などから殺到す
る難民の大量流入がそれである。当初は地中海を越えて小型の船やボートで主にイタ
リアに漂着する難民に注目が集まった。しかし、やがて主力はギリシャなどを通過し
てくる難民の流れに移った。また彼らの多くがたんにヨーロッパを目指すというので
はなく、ハンガリーやクロアチアなどを経由して最終的にはドイツを到達点としてい
ることも次第に明瞭になった。一時はヨーロッパの病人とさえ呼ばれたドイツが経済
的に立ち直り、ヨーロッパで抜きんでた経済大国として強い磁力を放つようになった
こと、他国に比べて寛大な難民受け入れ政策が吸引力として作用していることが改め
て浮かび上がる形になったのである。事実、2015 年にドイツに辿り着いた難民は総
数で 110 万人に達し、前例のない規模に膨らんだ。また、彼らが中心になった同年の
庇護申請数も 2016 年 1 月の連邦移民難民庁のまとめでは 47 万 7 千件に上り、審査を
担当する職員が急遽増員されるまでになったのである。
　このような事態を前にして、当初は歓迎ムードがあった国内の雰囲気にも険悪さが
増すのは避けられなかった。そのため、ドイツ政府は今後も多くの難民を受け入れる
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方針を表明すると同時に、他方で、続々と到着する難民のすべてを支えきれず、一国
では受け入れ能力に限界があることを強調した。そしてこの立場から欧州連合全体で
の難民の分担を主張し、覇権的な地位を見せつけるかのように加盟各国に分担を強引
に承認させた。ヨーロッパから見た今回の難民問題の焦点のひとつは、ギリシャを主
要舞台とするユーロ危機への対処の場合と同様に、このようなドイツの覇権的ともみ
える行動にある。
　同時に筆者にはもう一つの出来事も印象深く感じられた。それは国境がオープンに
なったはずのヨーロッパに再び厳重に管理された国境が出現したことである。なかで
も注目されるのは、ハンガリーの対応である。周知のように、ハンガリーは東西冷戦
末期の 1989 年半ばにオーストリアへの国境を開いて東ドイツ市民の脱出を助け、ベ
ルリンの壁崩壊の導火線に点火した。当時のコール首相がハンガリー政府に深謝し
たのはそのためである。しかし先導役だったそのハンガリーはこの度は逆方向に突出
し、ポピュリストといわれる社会党のオルバン政権が国境に鉄条網を再び設置し、自
国への難民の流入を阻止してそのルートを力で捻じ曲げたのである。そのことは、難
民問題という限られた面であっても開かれたヨーロッパに対する逆流といえ、高い国
境で仕切られたかつてのヨーロッパが再現する兆候のように映ったのである。難民問
題が今後どのように展開していくのかは見通せないとしても、少なくとも当分はテロ
対策とも重なって国境管理が厳重化するのは確実であろう。
　こうした動きを見守る過程で筆者の脳裏に浮かんだのは、冷戦期の東西対立の最前
線に位置し、朝鮮半島の 38 度線と並んで史上もっとも厳重といわれたドイツ内部国
境の寒々とした光景だった。無論、ハンガリーの鉄条網とドイツのかつての内部国境
では決定的な相違がある。なによりも内に入ろうとする外国人の締め出しと自国民の
閉じ込めという点で両者は好対照であり、また背景となった東西陣営の政治的亀裂と
ヨーロッパ・非ヨーロッパの文化的断層とでは基本的な性質が違っている。その上、
地雷を敷設した死の地帯だった内部国境と柵も壁もない鉄条網ではスケールや刺々
しさに雲泥の差がある。とはいえ、多数の警察官や国境警備隊を配置して実力で人の
流れを断ち切っている点で同一であるのを見逃すべきではないであろう。東ドイツか
ら西ドイツに流入したユーバージードラーと呼ばれる集団も広い意味での難民だっ
たこと、そして内部国境がその移動を遮っていたことを忘れてはならないのである。
　40 年以上に亙ってドイツを分断しつづけた内部国境は、これまで知られている国
境のうちでいわば極限にまで完成された国境だったといえる。そこは文字通り水も洩
らさぬほど厳重に管理されていて、恐怖と沈黙が支配する地帯だった。とはいえ、往々
にして見過ごされているものの、それは最初からそのように非日常的な空間だったわ
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けでは決してない。そこには東西陣営間、東西ドイツ間の複雑な政治力学が働いてお
り、内部国境が変貌し、最終的に消滅したのもその力学の結果だった。その意味で変
化が乏しかったかのように思われている内部国境には実は大きな変化が起こってい
たのである。ではそれはいかなる変化だったのだろうか。その変化はなぜ、どのよう
にして生じたのだろうか。さらに内部国境に付随した強制立ち退き問題とは何だった
のだろうか。以下でこれらの論点にメスを入れ、そこから東ドイツという国を照らし
出してみたいと思う。
　　
1. ドイツ内部国境とベルリンの壁
　内部国境地帯から監視塔や地雷などかつての国境施設が人知れず解体・撤去され、
痕跡が消去されて久しい。そのために僅かな場所で一部が保存されてはいるものの、
今では多くの人々の記憶の中でも恐怖心を呼び起こしたその存在が霞んできている
のは否定しがたい。
　【図１】内部国境の当時と現在
（出典）Ritter, Jürgen/Lapp, Peter Joachim, Die Grenze, Berlin 2007, S.165
　図 1 に掲げたのは、1985 年と 2006 年にヘッセン州とテューリンゲン州の境にある
同じ場所を撮影した写真である。1985 年には「止まれ、ここは境界」と記した標識
が西ドイツ側に立てられていたが、2006 年には取り去られ、金属柵で仕切られてい
たその場所でサッカーに興じている人々の姿が見える。1990 年のドイツ統一から 16
年が経っていることを考えると、そのうちの何人が内部国境の記憶をもち、当時の恐
怖を思い起こせるだろうか。歳月の経過とともにそうした疑問が避けられなくなって
きているだけに、ドイツ分断の過酷さを歴史の一頁として書きとめておくためには、
昨今、過去のささやかなエピソードのようになりつつある内部国境に関して基本的な
事実を確認しておくことが必要とされよう。統一から四半世紀が過ぎて分断を知らな
い世代が増加しつつある現状を背景にして、ドイツでは一方で記憶の風化が懸念され
るとともに、他方ではいわゆるオスタルギーの浸透に伴って過去を美化する傾向が現
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れている（近藤（1） 303ff.）。それだけに忘却や美化の風潮に流されることなく、過
去に生起したことを直視し、正確に記録しておくことが重要な課題になってきている
と思われるのである。
　ドイツの東西への分断は、ヒトラーの魔力に幻惑されて侵略戦争とホロコーストに
狂奔したドイツ国民に下された懲罰だと考えられることが多い。後述する自由買いの
立役者になった弁護士のシュタンゲが、「『ベルリンの壁』に象徴されるドイツの分割
は、戦後ドイツが敗戦国として背負わされた宿命なのだ」と語っているのは（クライ
ン 231f.）、その一例といえよう。このような見方はたしかに道義的な立場からは重要
であり、かつ納得しやすい。しかし、現実にはドイツを占領した連合国はドイツを分
割して占領統治することについて合意してはいても、恒久的な分断までをも計画して
いたわけではなかった。非軍事化や民主化などの占領目的が達成されれば占領に終止
符が打たれ、ドイツは主権を回復することが予定されていたのである（ルップ 39f.）。
その意味で、ドイツ分断はむしろ第二次世界大戦終結後に米ソを盟主として本格化し
た東西冷戦の産物だった。ドイツ降伏から分断までの 4 年間に主権はもとより中央政
府すら失っていたドイツは、米ソの駆け引きの舞台ではあっても、あくまでも客体に
とどまった。その結果、占領統治の主体だった米ソの双方から冷戦の影響をストレー
トに受けることになったといえよう。この点に関しては、同じ敗戦国の日本と対比し
た河合秀和たちの興味深い指摘がある。「戦後のドイツとベルリンは、ソ連と米英仏
の共同占領の下におかれるが、冷戦が進むにつれ、ドイツとベルリンは東西ドイツと
東西ベルリンに二重に分割される。それにたいして日本の終戦においては、ソ連の対
日参戦に前後して原子爆弾が落とされ、この原爆の威力によってアメリカが日本占領
の主導権を握った。日本人が冷戦を身近に感じるのは、ようやく朝鮮戦争がきっかけ
であった。・・・それでも大方の日本人にとって朝鮮戦争は、文字通り対岸の火事で
あり、むしろいわゆる特需景気がその後の経済成長の呼び水として歓迎されたもので
あった」（河合・鈴木 307）。ここに簡潔に述べられているように、日本に比べて冷戦
はドイツの上に重くのしかかった。冷戦に伴い、日本も逆コースと呼ばれるアメリカ
の占領政策の転換に翻弄されたものの、ドイツの場合は分断にまで至ったのである。
　ところで、一般的にはドイツの分断はベルリンの壁にシンボル化されているといっ
てよい。そればかりか、西ベルリンを取り囲んでいた「この壁こそは、冷戦および
20 世紀後半のヨーロッパ史とドイツ史の実物展示場であり、その全景をうつすパノ
ラマでもある」とさえいわれる（ヴォルフルム 19）。往々にしてドイツの東西を遮断
していたのがその壁だったように思われているのは、このような重要性を帯びていた
ためといえるかもしれない。けれども、少し考えただけで、すぐにそれが錯覚にすぎ
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ないのが分かる。実際にドイツを東西に隔てていたのは大都市ベルリンの西部を囲ん
だ壁というよりも、それより遥かに長く延びた内部国境であり、そこに築かれた障害
物だった。東から西に逃亡する東ドイツ市民は正式な許可を得て移住する人々に比べ
て規模が大きく、ユーバージードラーと総称される東から西への移住者の大部分を占
めるが、その流れの前に大きく立ちはだかっていたのがこの内部国境だったのであ
る。
　1949 年の建国以来反目していた東西ドイツは 1972 年に基本条約を締結し、翌 73
年に国連に同時加盟して国際的にも広く承認された。それ以前は 1956 年に国交を開
いたソ連を除いて西ドイツがいわゆるハルシュタイン・ドクトリンに基づいて東ドイ
ツを承認した国家とは断交することを外交上の原則とし、他方でその西ドイツを東ド
イツは帝国主義として激しく攻撃してきた。その意味で基本条約の締結以後、東西ド
イツ関係は安定し、正常化について語ることが可能になったのである。社会民主党の
重鎮で元共産党員の H. ヴェーナーはホーネッカーの知己として正常化に貢献したが、
彼が大臣を務めた全ドイツ問題省が後継者の E. フランケの下でドイツ内関係省に改
称されたのは、そうした変化を象徴している（Hüttmann 48）。とはいえ、内部国境
は厳重に管理されたままであり、ベルリンの壁とともに人の移動をそれまでどおり頑
強に阻み続けたのであった。
　無論、内部国境であれベルリンの壁であれ、移住を許可された人々は危険なく通行
できた。この集団では年金受給年齢に達し、稼動能力が失われたので社会の負担にな
る高齢者が中心を占め、それ以外に政治的反対派や逃亡失敗者で 1963 年から始まっ
た自由買いにより西ドイツに売り渡された様々なタイプの政治犯が含まれていた。こ
れらの人々が移住を許されたのは、表向き謳われた人道的配慮に基づくのではなく、
むしろ東ドイツにとっての荷物と見做されていた点が共通していた。例えば後で触れ
るビュトナーの 2 人の兄は危険を冒して西に逃亡したのに反し、両親は仕事ができな
くなった段階で正規の許可を得て子どもたちのいる西ドイツに移住したのであった
（Büttner 15）。また 1989 年 2 月にベルリンの壁の最後の犠牲者になったギュフロイ
とともに逃亡を図って捕われたガウディアンは、裁判で刑期すら定まらないうちに西
ドイツに売り渡された（近藤（1） 82）。若くて貴重な労働力だった彼には出国許可を
申請しても取得できる見込みがなかったが、皮肉にも自由買いによって目的を達成し
たことになる。
　しかしながら、ベルリンに壁が築かれるまでは人数の面ではこうして公認ないし黙
認の形で移住した人々は少なく、ユーバージードラーの多くは正規の許可証を持たず
に不法に東ドイツを立ち去った人々だった。この関係はベルリンの壁ができてから
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逆転し、狭義のユーバージードラーすなわち正式な許可を受けた移住者が主流になっ
た（近藤（2） 122）。許可の有無にかかわらず東ドイツから西ドイツに移住した彼ら
は、広義には政治的な理由による迫害に晒されていたと見做しうるとしても、西ドイ
ツが東ドイツの市民に対してもドイツ国籍を認めていた関係で、法的な面では西ドイ
ツ市民と同じドイツ人として処遇された。そして厳密にいうなら、この点で彼らは外
国人である通常の難民とは異なっていた。けれども他面では、社会主義の名による集
団化に反対だった農民や自営業者のように、政治的理由に基づいて生活面で圧迫を受
け、故郷に財産の多くを残したまま逃亡せざるをえなかった点では難民と共通だった
ことを看過することはできない。分断国家に特有な内部国境は、朝鮮半島の場合には
脱北者という独特の集団を生み出したが、分断国家ドイツではユーバージードラーと
いう特異な難民を作り出したのである。　
　もちろん、ドイツを東西に隔てる内部国境には最初から堅固な構築物があったわ
けではない。ヒトラーの第三帝国が降伏するまでは後にポーランドなどに占併合さ
れた東部領土を含めて東西ドイツは一体であり、自由に通行することが可能だった。
それどころか、高度に発達した経済大国として分断以前の東西ドイツは無数の糸に
よって緊密に結ばれていたのであった。後述するように 1952 年になると限られた地
点を除いて東西間は厳しく遮断されるが、その時点で二つの地域の間には 32 の鉄道
路線、3 本のアウトバーン、31 の遠距離道路、約 60 の第 2 級の州道路、その他の無
数の公共の道路と私道が存在していた（Holzweissig 508）。これに加え、エルベ川の
ようにいくつもの河川が地域をまたいで流れ、交通路にもなっていたのである。これ
ほど多くの糸で緊密に結び合わされ、それを通って人や物資が大量に移動していたこ
とを考えれば、東西を完全に遮断するには膨大な労力とコストを要したことは容易に
想像されよう。また遮断によって親族や友人・知人などの人間関係が断ち切られ、家
族の離別さえ生じると同時に、互いに必要とする原材料や完成品の輸送が途絶したこ
とが経済的にも重大な損失になったことも想像に難くない。もとより遮断は全面的で
はなく、東西政府の合意に基づく厳格な制限の下ではあっても親族訪問のような人の
交流や生産財などの交易が小規模ながら続けられたことも見落とすことはできない
（Winters 442ff.）。そのために必要とされた検問所としては、「冷戦下の熱い対決の現
場」（Frank 48）としてベルリンの壁とともに有名になり、今では観光名所の一つに
なった東西ベルリン間のチェックポイント・チャーリーが外国人には馴染みが深い。
しかし、一般のドイツ市民にとってはアウトバーン上に今日も保存されているマリー
エンボルンの検問所のような内部国境上のものものしい施設のほうが重大だった。な
るほど西からの贈り物は届いて辛うじてつながりは維持できたものの、家族や友人た
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ちが顔を合わせるにも許可証の取得が必要とされたように、自由な通行を阻んだ長大
な内部国境は親密圏すら危殆に晒したのであった。親密圏までも引き裂く内部国境に
は後からベルリンの壁が付け加わったが、その結果として、「西ドイツ人のうち 3 人
に 1 人は、『東』に肉親や親戚を残しているといわれている」と伝聞ないし噂の形で
クラインは伝えている（クライン 158）。この風説は、親戚の範囲をどこまで広げる
かという問題とも絡まって憶測の域を出ないばかりでなく、誇張の感を拭えず、信憑
性に疑義が残るといわざるをえない。とはいえ他方では、家族や友人が力ずくで引き
離されたケースが決して無視できるほど少なくなかったのも確実であろう。
　それはとにかく、ドイツを占領した 4 カ国には自国の占領地区を他から厳しく分
離する意思はなかった。そのため東西については内部国境という境界線はあっても
初期には移動を阻む構築物が存在しなかったので、多くのソ連占領地区ないし東ドイ
ツの市民が西側への逃亡に難なく成功したのであった。実は内部国境という表現自体
が初期には存在せず、たんに境界線と呼ばれていたのが実態だった。そのことは東
西ドイツを隔てた後の内部国境が当初は米英仏ソの 4 つの占領地区の間の境界線の
一つにすぎなかったことを意味している。レーベゲルンがいうように、「米英の占領
地区とソ連占領地区との境界線は最初は西側の占領地区の間の境界線と同等だった」
（Lebegern 13）のであり、冷戦に伴う対立の激化とともに他の境界線には見られな
い厳重な管理が行われるようになって初めて内部国境が出現したといえよう。D. シュ
ルトケが「境界線の監視から国境の確保へ」と定式化しているのはこうした変化を指
している（Schultke 31）。
　この事実は、連合国によるドイツ占領の初期にはいまだ鉄のカーテンによる仕切り
が存在しなかったとも言い換えられる。チャーチルがアメリカ訪問中にフルトンで有
名な「鉄のカーテン」演説を行ったのは 1946 年 3 月だが、東西ヨーロッパを分断し
ているとして彼が重視する鉄のカーテンは、彼自身の言葉に従えば今日のポーランド
西北部に位置する「バルト海のシュテティンからアドリア海のトリエステ」まて降ろ
されていたのであって、ドイツの中を貫いていなかったことがここでは注目に値しよ
う。彼の眼からみても、後に東西ドイツの内部国境になるソ連占領地区と米英占領地
区の境はいまだ境界線であって鉄のカーテンではなかった。またそれが内部国境に変
わってからは、比喩的に言うならチェコスロヴァキアと西ドイツ間の国境のような単
なる鉄のカーテンではなく、著しく硬い鋼鉄の壁になっていた点に注意すべきであろ
う。
　ここで呼称に触れておけば、様々な表現がこれまでに用いられてきた。そこには
立場の違いとともに歴史的な変遷も見出せる。降伏に伴い 4 つの占領地区に分割さ
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れて以降、1949 年の東西ドイツ建国後になっても東ドイツからは 1956 年までは公式
に境界線（Demarkationslinie）という言葉が使われていた。その後は境界（Grenze）
という表現が広く用いられるようになり、国境（Staatsgrenze）と呼ばれるように
なったのは 1963 年以降のことだった。一方、ソ連による占領が終わってからも東ド
イツをソ連占領地区（SBZ）ないしたんに地区（Zone）と呼んでいた西ドイツでは
境界線という表現が用いられたあとで地区境界（Zonengrenze）に変わったが、東
ドイツを国家として認めない立場を反映して、国境という表現は使われなかった。
1972 年に東西ドイツ間には基本条約が結ばれたが、西ドイツにとって東ドイツは
フランスやポーランドのような意味での独立した国家としては認められなかったか
ら、境界線も国境ではなかった。また政治的色彩が希薄な表現としてドイツ内部国境
（innerdeutsche Grenze）という言葉も使われ、ドイツ分断が過去の事柄になった今
日では広く使用されるようになっている。本稿では特定の立場に与するのを避け、併
せて歴史的変化を重視する観点から、基本的に境界線と内部国境という表現に絞るこ
とにしよう。
　ところで、戦争終結から東ドイツ建国後の数年まで東ドイツの指導部は越境を拱手
傍観して、境界線を事実上放置した（Heidemeyer 90f.）。後述するように 1946 年に
ソ連軍政部（SMAD）の指令に基づいて国境警察（Grenzpolizei）が設置された（中
田 20）。けれども境界線の往来を統御する能力が欠けていたため、実質的にかなり自
由な通行が可能だったのである。その背景にはドイツ全体で人の移動が著しく活発
だったことがある。かつての東部領土やチェコスロヴァキアをはじめとする東欧地域
からの被追放民の大量流入、ソ連などに抑留された戦争捕虜の帰還、疎開先からの学
童を含む民間人の帰郷などのほか、戦時にドイツで働かされた強制労働者やドイツに
囚われた戦争捕虜の帰国などがその例である。このように巨大で多様な人の移動のな
かには政治的理由で東を立ち去る人々も含まれていた。ソ連占領地区では 1946 年に
社共合同により社会主義統一党が創設されたが、ソ連の傀儡と見做された同党による
支配が固められていくのを嫌い、あるいは反対する人々が西に逃れたのである。東ド
イツ指導部は当初、社会主義統一党が目標として明示することになる社会主義建設に
反対か、あるいは非協力的な立場の人々も混じった東から西への流れを傍観していた
が、いつまでもそうした姿勢をとり続けることはできなかった。それが膨らんでいっ
た結果、労働力の流失が東ドイツの行く手に注意信号を灯すようになったからであ
る。よく知られているように、時期による程度の差があるとはいえ東ドイツは慢性
的に消費物資の不足した欠乏社会といわれるが（河合 49）、それは物的な面だけでな
く、人的な面にも当てはまった。東ドイツの特徴だった女性の高い就業率は労働力不
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足を解消する方針の反映であり、充実した託児施設も男女の同権化ばかりでなく、労
働力対策の側面から説明できる。そうした労働力不足の問題はウルブリヒトの指導下
で新経済システムが導入された 1960 年代より早く、すでに 1950 年代に重大化してい
た。例えば 1958 年まで配給制度が続けられたのは食糧生産の低調さに原因があった
が、それは社会主義統一党が着手した強引な農業集団化に対する反撥から農民が生産
意欲を鈍らせたことばかりでなく、生産を担うべき農民自身が西側に逃亡して労働力
不足に陥ったことに起因していたのである。
　こうした事態を受けて西への逃亡を抑止する方針に東ドイツ指導部が転じるよう
になったのは当然だった。後述するように 1952 年になると境界線の監視が厳重にな
り、1954 年には刑法に共和国逃亡罪が導入されたのはその表れである。共和国逃亡
というきわめて特異な罪名は、1968 年の刑法改正の際に不法越境という犯罪に改称
された。また関連して有償・無償で西ドイツへの逃亡を支援するいわゆる「助け屋」
の活動については 1957 年に共和国逃亡幇助罪が刑法に新設されたが、1968 年の改正
で反国家的人身売買という罪名に切り替えられた（Lebegern 9）。そのほかにも逃亡
に関連する条文はいくつもあり、「パレード条項」と揶揄されたほどだったが、他方で、
党の意思が実定法に優先する共産圏の通例として、それらが伸縮自在な解釈が可能で
あり、その意味で「ゴム状法規」と呼ばれたことも見逃せない（Quillfeld 34f.）。い
ずれにせよ、このように罰則を設けるなどして様々な策を尽くしたにもかかわらず効
果は上がらず、流出が止まらなかった。その上、流出の中心になったのは、働いて社
会を支えるべき若者や壮年の人々であり、しかも自営業や農民に並んで専門職や高学
歴の人々が多数を占めていたのである。そのために危機感を募らせた東ドイツ指導部
が最終的な手段として構築に踏み切ったのが、西ベルリンを取り囲むベルリンの壁に
ほかならなかった。というのは、西ベルリンが東から西に通じる最後の比較的安全な
逃亡経路になっていたからである。統一まで長く西ドイツの暫定的首都だったボンの
連邦議会に議決権のある正規の議員を送れなかったように、西ベルリンは法的には西
ドイツの一部ではなかったが、そこに到着すれば一時的に収容施設に入れられて審査
を受けた後、陸路であれ空路であれ支障なく西ドイツに行くことができたのである。
　ベルリンの壁の建設が始まったのは 1961 年 8 月 13 日だった。その少し前に東ドイ
ツ指導部はソ連の賛意を取り付け、また直前にはワルシャワ条約機構加盟国からの同
意を得ていたが、計画は厳重に秘匿されていた。そのため、一握りの関係者以外に誰
も予期していなかったこの措置は内外に大きな衝撃を引き起こすことになった。とり
わけ英仏とともに西ベルリンを管理していたアメリカは強く反撥し、東西ベルリンの
通過点の一つだったチェックポイント ･ チャーリーには戦車を出動させた。そのため
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に状況は一触即発の危機的様相を呈したが、軍事衝突にまで突入する事態は避けられ
た。その結果、西ベルリンを囲む壁は時間の経過とともに既成事実化し、陸の孤島に
閉じ込められた西ベルリン市民は西側から見捨てられた恰好になった。アメリカを先
頭にして 1948 年半ばから 1 年余り続いたベルリン封鎖の際には多数の輸送機を投入
したいわゆる空の架け橋を構築して救援に尽力したのに反し、今ではアメリカには軍
事力を行使し戦争の危険を冒してまで西ベルリンを守る意思はないと見做されたの
である。1963 年 6 月に西ベルリンを訪れたアメリカ大統領のケネディが「私はベル
リン人である」という名文句で西側の連帯を誇示し、満場の拍手喝采を浴びたが、そ
れは西ベルリン市民に対する激励であるばかりでなく、同時に彼らの失望感に対する
埋め合わせの意味を帯びていた。その裏側で彼は壁について、「それはあまりよい解
決策ではなかったが、戦争よりは遥かにましである」と本心を洩らしていたのである
（ガディス 137）。
　このようにして見捨てられたという思いを抱いた点では、逃亡を望んでも果たせな
くなった東ドイツ市民も同じだった。それどころか、むしろ西ベルリンの市民以上に
彼らの失意は深刻だった。彼らは重大な生命の危険を冒さない限り逃亡するのは不可
能になり、不承不承であっても東ドイツの現実と折り合いをつけて生き延びるほかな
くなったからである。失意を深めたのはそれだけではなかった。1953 年 6 月 17 日に
東ベルリンでは政府によるノルマの一方的引き上げに抗議するデモが瞬く間に政治
的要求を掲げた反乱に発展し、各地に飛び火したが、鎮圧に乗り出したソ連の戦車の
ために流血の惨事に終わっただけでなく、14 人の死刑判決を含め多数の参加者が処
罰される結果になったこの出来事をアメリカは拱手傍観したという苦くて重い記憶
があったのも見落とすことはできない（永井 125f.）。一方、東ドイツの政権側でベル
リンの壁建設の責任者になったのは後年の最高指導者 E. ホーネッカーであり、壁建
設に成功したのは彼の大きな功績のはずだった。けれども、彼自身の自伝にも 75 年
に及ぶ彼の献身的な生涯を讃える写真集にもその貢献にほとんど触れられていない
のは（ホーネッカー ; Chowanetz）、壁が誇りとしてよりもむしろ恥部として意識さ
れていたことを暗示しているように思われる。
　いずれにせよ、ベルリンの壁の建設を境にしてその壁であれ内部国境であれ厳重に
監視された境界線上の障害物がある限り、それらを突破するのはきわめて困難にな
り、そのために東ドイツから西に逃亡するユーバージードラーは激減した。またそれ
から間もなく新経済システムと呼ばれる経済政策が導入された結果、国家としての東
ドイツは安定性を増すとともに経済面でもようやく成長の足場を得ることができた。
このような意味で 1949 年の建国に並び、壁の建設はしばしば東ドイツの第二の建国
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に等しいとされている（ヴォルフルム 65）。それにとどまらず、P.J. ラップは 1961 年
8 月 13 日を「東ドイツの本当の誕生日」と呼んでいるほどである（Lapp 5）。もちろん、
メーラートが「壁の影のなかでの安定化」と特徴づけているように（Mählert 98）、
自国の市民を閉じ込める世界的に異例な壁によって支えられていた限り、その安定が
本質的に脆弱だったことには十分に留意しなければならない。
　このような展開を踏まえるなら、人の移動の角度から 1961 年を境にして東ドイツ
史を前期と後期に区分できよう（近藤（2） 108ff.）。前期はベルリンの壁の建設以前
の時期であり、社会主義建設が上から強行され、広範な支持がないために東ドイツが
国家として安定しなかった時期に当たる。本稿の観点から見てこの時期を特徴づけて
いるのは二つある。一つは、300 万人に近い東ドイツ市民が西ドイツに流出したとい
う事実である。もう一つは、この流出を阻止するために国境管理を厳重にする措置が
積み重ねられた事実である。ベルリンの壁の建設以後の後期には東ドイツ市民の大規
模な流出は起こらず、国境管理にも重大な変更は見出されない。このことは失血死す
ら危ぶまれた東ドイツが国家として相対的に安定したことを示している。この点を考
慮し、以下では主に前期すなわち 1961 年までの時期に限定して主要な動きを跡付け、
後期については必要な限りで関説することにしよう。
2. 東ドイツ建国からベルリンの壁建設までのユーバージードラー
　東ドイツの人口統計を眺めると、先進国のなかでも際立って減少傾向が続いている
のが分かる。けれどもその一方では、1961 年を境にそれまでの急減にブレーキがか
かり、横這いに近くなっていることも明白になる（表 1 参照）。同年に西ベルリンの
周囲に壁が築かれた事件を想起するなら、この変化が主としてユーバージードラーの
起伏によるものであることは容易に推察できよう。そこでユーバージードラーの波の
高低の変化とその背景を振り返ってみよう。
　図 2 は年度ごとのユーバージードラー数の推移を伝えるものである。ここに示さ
れた人数は B. エフナーたちが作成したデータと照合すると若干の齟齬があるものの
（Effner/Heidemeyer 28）、大勢としては同一の傾向が浮かび上がる。これを見ると、
第 1 に、壁が構築された 1961 年を転換点にして決定的な変化が生じており、その効
果が歴然としているのが読みとれる。また第 2 に、1984 年からユーバージードラー
が増大するようになったことと並び、ドイツ内部国境とベルリンの壁が開放された
1989 年の激増ぶりが際立っている。これらの特徴を考慮し、上述のように 1961 年を
境にして前期と後期に区分した上で、主に前期について考察することにしよう。
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【表 1】　東ドイツの人口と移動による増減
（出典）Statistisches Jahrbuch der DDR 1970, Berlin 1970 および Frankfurter 
　　　　　　　 　　 Allgemeine Zeitung vom 21.10.1989 より作成。
【図 2】ユーバージードラー数の推移（1949-1989）　
（出典）Ulrich, Ralf, Die Ubersiedlerbewegung in die Bundesrepublik Deutschland und 
　　　  das Ende der DDR, Berlin 1990, S.5.
　前期については、図 2 に見られるように、1953 年にユーバージードラーの波は最
高潮となり、1 年間に西ドイツの官庁が把握しているだけでも 33 万人を記録した。
これは東ドイツの主要都市エアフルトとポツダムの住民の合計にほぼ匹敵し、1 年だ
けで 2 都市が消滅したに等しい。その数は翌 54 年に急減したものの 1955 年に再び増
大し、57 年までの 3 年間は毎年 25 万人を超す状態が続いた。その後、再度減少に向
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かい、特に 59 年には 1949 年を除くと最低の 14 万 4 千人まで下降したが、60 年にな
ると 20 万人のレベルにまで上昇した。そして 61 年には、ベルリンの壁の建設が始まっ
た 8 月 13 日までだけで 15 万 5 千人を数え、前年を大きく凌駕しそうな状況が現出し
たのである。
　1950 年以前に関しては、米英仏の西側占領地区もしくは新たに成立した西ドイツ
への東からの移住は説明を要する重大な現象ではなかったといってよい。今日の統一
ドイツの空間に旧東部領土やソ連の影響下に入った東欧諸国から膨大な避難民 ･ 被追
放民が流入したのは今ではよく知られており、その数は 1950 年の追放の終結時点で
1,100 万人にも達した。この数字を見れば、ドイツの地で大規模かつ広範囲にわたる
移動が生じていたことは容易に想像できるが、そのほかにも疎開先の農村部から故郷
への都市に復帰する人や復員する兵士の流れなども生まれた。これらの動きと並べれ
ば、ソ連占領地区から西側 3 カ国占領地区への移住は、敗戦から間もない混乱期にお
ける多様な人の移動の一環をなすものだったといえよう（Marschalck 87f.）。
　ところが 1950 年代に入ると状況は大きく転換した。冷戦の激化とともにドイツの
分裂が既成事実になると、東から西に向かうユーバージードラーの存在は二つのド
イツ国家の正統性や体制の優劣にかかわる問題に発展し、イデオロギー的な様相さ
え帯びるようになったからである。実際、社会主義の建設に着手した東ドイツでは
1950 年代に社会主義の英雄を讃美するプロパガンダが強力に展開されたが（Gries/
Satjukow 10）、そうした東ドイツの側からは内部国境を挟んで対峙する西ドイツは
独占資本が支配し帝国主義的野望に駆られたナチズムの後継国家と見做された。そし
て、これに吸引される移住者には、ファシズムのイデオロギー的影響を克服できない
者という烙印が押され、アンティファすなわち反ファシズムを建国の原点とする東ド
イツで生活の展望を描くことのできない頑迷な人々として片付けられたのである。無
論、このような公式的説明は、当時既に気付かれていたように、完全な誤りとまでは
いえなくても極めて一面的であったことは否定しがたい。そのことは、1950 年代半
ばから 61 年までのユーバージードラーの約半数が 25 歳以下の青年であり、学校生活
のかなりの部分を戦後に過ごした年代だった事実に照らしただけで納得できよう。そ
れにもかかわらず、東西に分断され、国家の正統性などに直結すると考えられたため
に、ユーバージードラーの波が生じる原因は真剣に検討されないまま、イデオロギー
的裁断によって覆い隠されてしまったのである。
　1960 年から翌年にかけてユーバージードラーの波は再び高揚したが、それはもは
やイデオロギー的非難を浴びせるだけでは済まない次元に達しているという判断に
DDR 指導部を傾かせることになった。なぜなら、社会主義の建設をバラ色の夢とし
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て描くプロパガンダの傍らで西ドイツとの間の国境管理が強化されてきたにもかか
わらず、戦勝 4 カ国の共同管理下にあるために障壁のないベルリンを最終的な迂回路
にして東から西に向かう流れが途絶えなかったからである。その上、その累計から導
き出される中 ･ 長期的予測は、国家としての東ドイツの存立基盤を脅かす危険を明確
に示していた。実際、当時の推計では、年平均 20 万人が東ドイツを離脱する状態が
続けば東ドイツの人口は 1971 年には 1,500 万人に減少し、20 年後の 1981 年になると
1,300 万人、つまり建国時点の 69% にまで縮小すると予想されたのである。その面か
ら見れば、ユーバージードラーの流出を防止することは、たとえファシズムの呪縛を
脱しえていない市民であっても、人的資源を確保して社会主義建設を軌道に乗せると
いう意味で必要だったし、それ以上に人口喪失による国家の人的基礎の消失という危
険を予防する意味でも喫緊の課題になっていたといえよう。1961 年 8 月から西ベル
リンの周囲に張り巡らされた壁は東ドイツ指導部によって ｢反ファシズム防護壁｣ と
命名されたが、実態はむしろ東ドイツからの離脱を望む市民に対して国家としての東
ドイツを守る防護壁にほかならなかった。事実、図 3 から明らかなとおり、壁の構造
は西側からは突破しやすく、例えば壁に沿って築かれた車両通行阻止の溝は西から
見ると緩やかな勾配なのに、東からは垂直で溝を突破できないように造られていた
（Feist 20）。同じく内部国境についても、東ドイツからの逃亡を防ぐように作られて
いたことが、後掲の図 6 に明示されている。西ドイツ側から東ドイツに侵入するのを
阻止するための妨害物は見方によっては手薄なのに、逆方向には死の危険すら伴う厳
重な防止柵が構築されたのであり、この事実から、「境界上の障害物は西の敵に向かっ
てではなく、味方に対して、つまり自分たちの市民に向けられていた」ことが判明す
るのである（Lapp（2） 6）。
　　　　　　　　　　【図 3】ベルリンの壁
①コンクリート板壁
②コントロール帯
③照明灯
④車両阻止の塹壕
⑤走行道
⑥監視塔
⑦パトロール犬走行設備
⑧通過者を躓かせんるため地
上すれすれに張った有刺鉄
線の通応報設備
⑨境界線通報柵
⑩遮断機（保護地帯との境界）
　（出典）Feist, Peter, Die Berliner Mauer 1961-1989, Berlin 1997, S.14.
南山大学ヨーロッパ研究センター報 第 22 号 ドイツ内部国境の変容と強制立ち退き問題 ⑴（近藤潤三）
－ 82 － － 83 －
　ところで、前期におけるユーバージードラーの波動の高低を社会主義建設過程で生
起した出来事と照合してみると、興味深い関連が浮かび上がる。
【図 4】月別に見たユーバージードラー数の推移
（出典）Ulrich, Ralf, Die Übersiedlerbewegung in die Bundesrepublik Deutschland 
　　　  und das Ende der DDR, Berlin 1990, S.7. 
　図 4 には月別のユーバージードラー数と主要な出来事の発生した日付とが示して
ある。東ドイツの歴史と照らし合わせてこれを丹念に眺めれば、移住者の波を高めた
原因は次の三つだったことが浮かび上がる。一つは親族 ･ 友人のいる西ドイツをはじ
めとする外国旅行の自由を制限し、監視体制で移動を妨害する東ドイツの政策である。
第二は経済状態とりわけ消費物資の供給状況と生活水準の悪化 ･ 低下である。第三は
社会主義建設に向けての方針や施策の一方的な決定と上からの強引な実施である。東
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ドイツを逃れる動機については多様性が強調されることが多く、実際に様々な動機
が絡まりあって働いていたのは間違いない。また西ドイツ政府は政治的抑圧を主因と
し、東ドイツの政権は西ドイツによる引抜を原因とする公式的な立場をとっていたが
（Bispinck ⑵ 49f.）、そうした面も完全には否定できないにせよ、そこに問題を絞り込
むのは一面的との批判を免れない。ここではそのことを確認した上で、焦点を上記
の 3 点に合わせてみよう。その観点からみると、すぐに明らかになってくるのは、三
つの列記した原因が個別に作用する場合もあれば、重なり合い相乗効果を生んでユー
バージードラーの波を押し上げた場合もあったことである。後者の例を月間最高記録
を残した 1953 年前半と 1960 年から 61 年にかけての時期に即して一瞥しておこう。
　1953 年初頭に東ドイツ経済はかなり逼迫した情勢を迎えていたことが今では知ら
れている。第 1 四半期に経済計画は目標を達成できなかったばかりでなく、食料をは
じめとする消費財の供給も著しく悪化していたからである（Judt 95ff.）。
 その前年 7 月に開催された東ドイツの独裁政党である社会主義統一党（SED）第 2
回党協議会で ｢社会主義の建設｣ が決定され、この方針に沿って同年末には農業の集
団化が強力に推進された。既に農業分野では戦争終結直後にユンカー的大土地所有の
解体を中心とする土地改革が実施されていたが、これを前提にして今や農業の社会主
義化が日程に上ったのである（足立 189ff.）。1952 年 12 月から 53 年 3 月末までだけ
で農業生産協同組合（LPG）の数は 1,906 から 3,789 に倍増したが、その急速さから
だけでも手法の強引さが推測できよう。けれども、土地改革で形成され経営困難に直
面していた新農民を別にすると、自分の土地に対する農民たちの執着は強く、彼らの
自由意思を尊重する外観をまだ完全には捨てていなかったため、農業生産協同組合の
数は増えても、全農地にそれが占める割合は低かったのも事実だった。同時にこれと
並行して、生産者である農民の手元に残るべき政府供出の残余分も削減され、彼らに
対する圧力が次第に強められた。その結果、集団化に抵抗したことを理由に逮捕され、
見せしめとして処罰される農民が出るようにもなった。そうした状況を考えれば、集
団化に応じる意思のない農民の中から東ドイツを去る者が続出したのは当然の成り
行きだったといえよう。このため農業従事者であるユーバージードラーは 1952 年か
ら翌 53 年にかけて 3 倍に膨れ上がり、ユーバージードラー全体に占める比率も 7.5％
から 11.9％に上昇したのである（Bundesministerium für gesamtdeutsche Fragen 
17）。彼らが放棄した農地の一部は管理機関を通じて農業生産協同組合に編入され、
これによってその面積は拡大したが、そうした形の拡大を成功と呼ぶことはできない
であろう。このように ｢社会主義の建設｣ とともにスタートした上からの集団化は農
民の抵抗のために出発段階で困難に逢着しただけではなかった。それはまた 4 万人に
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上る農民の流出を招くことによって東ドイツ経済を一段と悪化させることにもなっ
たのである。
　これと同様のことは手工業についても指摘できる。ここでは社会主義化に同調しな
い自営手工業者の一部に対して食糧の配給切符を与えないという強硬手段がとられ
たほか、税率の引き上げが一方的に決定された。これらの措置は手工業者に多い自営
層をいわば狙い撃ちするものであり、上からの協同組合化の強行は、当該社会集団に
とっては抑圧ないし不利益処分を意味しただけであった（Krakat 369f.）。こうした押
し付けが農民の場合と同じく反撥を招いたのは当然であり、東ドイツ離脱の流れを加
速する結果になったのである。
　一方、1952 年末からユーバージードラーが増加の兆しを示したのを受け、53 年 2
月 25 日に東ドイツ指導部はこれを抑制するためにドイツ内部国境の通行を制限する
措置をとると同時に、監視体制を強化した。けれども、これらはかえって逆効果をも
たらすことになった。というのは、これらの措置のために今後西ドイツに移るのが不
可能になるという不安が広がり、焦燥感に駆られた市民が一挙にユーバージードラー
の波を押し上げたからである。現に 1953 年 3 月のユーバージードラー数は 2 月を大
幅に上回ったばかりか、4 月には 2 倍に跳ね上がり、5 万 8 千人以上が東ドイツを立
ち去ったのである。
　急激に勢いを増す移住者の高波は、東ドイツ国内で充満していた不満の表現でも
あった。社会主義建設に向けてソ連をモデルにして推進された重工業優先路線は消費
財生産を圧迫して生活物資の不足と国営商店の商品価格の高騰を招いたし、その強行
は農民、手工業者への集団化の強制措置だけでなく、工業労働者に対する生産ノルマ
の引き上げを伴ったからである。ユーバージードラーの激増や不満の高まりに加え、
53 年 3 月のスターリンの死と直後のソ連指導部による社会主義建設からの方針転換
を求める圧力に動揺した社会主義統一党政治局は 6 月 9 日に ｢新コース｣ を決議し、
それまでの措置の一部撤回と窮乏状態の是正を約束して事態の収拾を図ったが、6 月
17 日の反抗の火の手を未然に防止するにはもはや手遅れだった（ウェーバー 73f.; 石
井 87ff.）。その先頭に立ったのは東ベルリンの建設労働者であり、ノルマの一方的引き
上げが直接的な契機だったが、反抗は直ちに自由選挙の要求のような政治的性格を帯
び、事実上の独裁政党である社会主義統一党の一党支配の根幹を揺さぶったのである。
反乱自体はソ連軍の戦車によって鎮圧されたが、首都東ベルリンをはじめとし、多数
の労働者 ･ 市民が参加した決起に強い衝撃を受けた東ドイツ指導部は、7 月下旬に開
いた社会主義統一党中央委員会総会で ｢新コース｣ の完全実施などの改革を約束して
人心の鎮静に努め、その結果、秋にはユーバージードラーもかなり減少するように
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なった。ルールのような工業地帯がなく、賠償のために産業設備が仮借なく撤去され
た東ドイツ地域の経済は当時西ドイツに比べてかなり立ち遅れ、生活物資の配給制が
続いていたことに見られるように生活水準の開きも大きかった。そのため ｢新コース
｣ 路線は国民の消費レベルの向上と強制措置の緩和に主眼をおくものであり、10 月
からは食料品をはじめとする消費財の値下げが実施されたほか、例えば農民に対して
は農業生産協同組合を脱退することが認められ、年初に設立された協同組合の一部も
解散された。このような ｢新コース｣ に加え、ソ連に対する賠償が減額され 1954 年
1 月からは停止されたことも安定回復に寄与し、その影響で移住者の高波も収束して
いったと考えられる。いずれにせよ、以上で概観した 1953 年前半の状況から判断す
ると、先述の 3 要因の相乗作用が典型的な形でユーバージードラーの波を押し上げて
いたのは確実といえよう。
　もう一つの事例である 1960 年から翌年にかけての時期についても簡単に眺めよう。
　この時期を見渡すと、1953 年前半に類似した状況が現出していたことに気付く。
それ以前の 1957 年には東ドイツの工業生産は約 8％増大し、翌年はそれ以上の伸び
を記録する一方、58 年 5 月に食料配給制が撤廃されたことから窺えるように、住民
の生活水準も次第に向上しつつあった。1949年を除くと1959年にユーバージードラー
が最低になったのは、東ドイツのこのような経済実績によるところが大きいと思われ
る。けれども東ドイツ指導部はこうした経済成長と安定化を過大に評価し、再び社会
主義建設を強行する路線に転換したのである。こうして 1959 年の社会主義統一党の
党大会で決定されたのが、西ドイツに ｢追いつき追い越す｣ という目標であった。と
いうのは、東ドイツにとって競うべき相手は建国以来常に西ドイツであったし、ポー
ランドやソ連より生活水準が高くなってもあまり意味がなく、西ドイツに後れをとっ
ていることが一般市民ばかりでなく東ドイツ指導部にとっても重大問題だったから
である（グレースナー 266）。こうしてソ連の経済計画に合わせて中断された 5 カ年
計画に代えて 10 月 1 日に人民議会で可決されたのが 7 カ年計画であった。この決定
は次のような目標を掲げている。｢数年以内に資本主義的支配に対する社会主義的社
会体制の優位性が包括的に証明されるように国民経済を発展させる｣ ことである。こ
の目標が具体的に意味したのは、主要な食料品と消費財の労働人口 1 人当たり消費量
が西ドイツの住民 1 人当たり消費量より多い状態が達成されねばならないということ
であった。その結果、種々の指標から判断して無理というほかない経済計画が策定さ
れ、西ドイツを ｢追い越す｣ 時点が 1961 年に設定されたことによって、1953 年の状
況が再現される伏線が敷かれたのである。
 1960 年初頭には、こうした無理を重ねた計画の下に ｢農業における社会主義の春｣
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と呼ばれた農業集団化が改めて推進された。1952 年に始められたそれと異なり、今
回の集団化は事実上強制に近く、反対する農民には逮捕という懲罰が加えられるケー
スが少なくなかったといわれる。農村で展開されたプロパガンダと並び、このような
恫喝の効果もあって、同年の最初の 5 カ月で農業生産協同組合は 10,465 から 19,261
に増大し、全農地面積に占める集団農場のそれも 45.1% から 84.2% に急伸した。また
｢自由意思の尊重｣ という名目の背後で加えられた圧力により最初の 3 カ月間に既存
もしくは新設の農業生産協同組合に 52 万人を超す農民が新たに加入した。この数に
比べれば 1960 年に西ドイツに移住した農民は遥かに少なく、14,000 人にとどまった。
　 1961 年までに西ドイツの経済レベルに追いつくためには労働生産性の向上が不可
欠だったが、その方策の一つとして打ち出されたのは、以前と同じく自営手工業者層
を生産組合に編入することだった。彼らは 1958 年には手工業生産の 93％を担ってい
たが、農業の場合と同様な圧力により 61 年までにその比率は 65％まで低下した。し
かし手工業における社会主義化は強い反撥を招かざるをえず、自立性を失うよりは他
所の土地で技能を活かすことを選び、故郷を去る者が続出したといわれる。また西ド
イツとの間で結ばれていた通商協定が 1960 年 9 月に西ドイツ側から破棄されたこと
も加わって経済情勢が全般的に悪化していたが、61 年初頭になると特に食料事情が
深刻化し、一時的ながら肉やバターなどの配給制が復活する事態になった。その重大
さは、同年 6 月に副首相 W. シュトフが生活物資供給状況の困難さを認めなければな
らないほどだったことからも推し量れよう（Cornelsen 262f）。無論、農業集団化に対
する不満と非協力が食糧生産の低下を招いた原因だったのは指摘するまでもない。と
はいえ、このような情勢下でユーバージードラーが増加しつつあったにもかかわらず、
東ドイツ指導部は差し当たり旅行の自由の制限のような強硬策をとらず、むしろ静観
に近い姿勢を保っていたことは注目に値しよう。
　ところで、この頃までにはドイツ内部国境は厳重に管理されるようになっていた。
1950 年に勃発した朝鮮戦争に伴う国際情勢の緊迫に加え、人口のとめどない流出に
危惧を抱いた東ドイツ指導部は、後述のとおり、建国から間もない 1952 年にこれを
阻止する目的で約 1400 キロに及ぶ内部国境に金属柵などを構築する方針を決め、同
時にその監視に当たる国境警察を国家保安省に編入することを決定したのである。こ
の国境の構築物がやがて拡充され、境界線から内側に幅 5 キロメートルに達する立ち
入り禁止区域と多数の監視塔の設置によって世界でも類を見ないものものしい国境に
なったのは周知のとおりである。その結果、国境の乗り越えが困難の度を増すにつれ
て、東ドイツから西ドイツへの流出の多くはベルリンで生じるようになった。という
のも、S. ハイムが述べているとおり、ベルリンでは「地下鉄か路面電車に乗りさえす
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れば、・・・2 分で社会主義から資本主義に移れた」からである（ガディス 135）。現
に陸の孤島西ベルリンを経由して西ドイツに向かうユーバージードラーの比率は例
えば 1955 年には全体の 61% だったのに、1960 年になると 76％に上昇し、脱出口と
しての西ベルリンの役割は拡大していったのである（Presse- und Informationsamt 
des Landes Berlin 23）。
　一方、社会主義路線の強化と生活状態の悪化のために 1960 年からユーバージード
ラーは増加の気配を示していたが、経済運営に自信を深めてスタートさせた 7 カ年計
画の進行につれてその数の減少が期待されていただけに、増大する人口流出が東ドイ
ツ指導部に与えた衝撃は一層深刻だった。無論、国家としての東ドイツの存亡にも関
わるこれ以上の人口の喪失はいかなる方策によってでも阻止しなければならない至
上命題だったが、その反面では、1953 年のような反乱の再発も回避しなくてはなら
なかった。こうした困難な問題を解くためにまずもって考え出されたのが、1961 年 7
月 6 日に人民議会で決議されたドイツ平和プランである。これには先例があり、1958
年 11 月にソ連のフルシチョフが人工衛星や大陸間弾道弾の開発でアメリカに先んじ
たことに自信を深め、懸案のベルリン問題に最終決着をつけるべく、ベルリンの共
同管理を定めたロンドン議定書を見直し、西側軍隊を撤退させて西ベルリンを ｢非
武装の自由都市｣ にすることを提案して攻勢をかけたのはよく知られている（永井 
149ff.）。これと同様に今回のそれもまた、西ベルリンを非軍事化された中立都市にす
ることを骨子とするものであったが、しかし西ドイツとの空路をテーゲルから東ベル
リンのシェーネフェルトに変更することなどを含んでいたことに見られるように、こ
のプランの主眼は何よりも東ドイツ政府の許可のない移住のための通路になっていた
西ベルリンの役割を停止することに置かれていた。西ベルリンという ｢逃げ穴｣ を塞
ぐこのプランは、当時先鋭化していた東西間の緊張を和らげる平和攻勢の外観を伴っ
ていたために西側のメディアで大きな反響を呼ぶ反面、東ドイツ市民の間に疑心暗鬼
を広げることになった。すなわち、西ドイツを含む外国への旅行の自由がさらに厳し
く制限されるのではないかという懸念が東ドイツ国内で急速に高まったのである。6
月 15 日に国家評議会議長 W. ウルブリヒトが記者会見の際、『フランクフルター ･ ル
ントシャウ』紙の記者の質問に答えるなかで、｢壁を築く計画があるのを私は知らな
い。誰ひとり壁を作る計画をもっている者はいない｣ と述べて疑念の払拭に努めたに
もかかわらず、その確言も人心を鎮めるのには役立たなかった。それどころか、東ド
イツ首脳の口から壁という言葉が語られたのはこれが最初であり、今日から振り返れ
ば、ウルブリヒトは壁を作る計画があるのをむしろ間接的に認めてしまう形になった
といえよう（Flemming/Koch 33; Hertle 39）。さらに 7 月 31 日付の社会主義統一党
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機関紙『ノイエス・ドイッチュラント』も 1970 年までに社会主義建設の成果として
一人当たり生産高がアメリカを凌駕し、5 ないし 6 時間労働制が実現するなどと報じ
て東ドイツの魅力を説いたものの（Nooke 15）、生活必需品すら事欠く状況ではその
夢物語を信じる者はほとんどなく、流出へのブレーキ効果は期待できなかった。
　こうして上記の三つの要因の一つである旅行の自由制限の不安が募った結果、7 月
のユーバージードラーは一挙に 3 万人台に跳ね上がるとともに、その数は引き続き増
大する見通しが強まった。8 月はじめにソ連や東欧諸国の首脳の了解をとりつけて、
東ドイツ指導部が政治的リスクを冒しても西ベルリンの周囲に壁を築く決断を下し
たのはこうした状況下においてであり、この最後の強硬手段を発動したのは、事態を
放置すれば人口流出によって東ドイツの存立が揺らぐという危機感ゆえにほかなら
なかったのである。因みに、1962 年末に国家計画委員会が行った計算によれば、壁
建設までの労働力の流失によって東ドイツ経済が被った損失は 1200 億マルクに達し
たという（Bispinck（1） 285）。
3. 内部国境管理体制の推移―境界線から内部国境へ
（1）占領地区の境界線
　ここまでベルリンの壁建設に至る時期のユーバージードラーの動きを概観してき
た。叙述の必要上、東ドイツ指導部がとった措置にも部分的に論及したが、多少の重
複を厭わずユーバージードラーを封じるための措置について内部国境を中心に大き
な流れを整理してみよう。
　ナチス ･ ドイツの戦局が悪化し、ドイツの都市として最初に連合軍にアーヘンが制
圧されたのは 1944 年 10 月のことだった。そのことはドイツ降伏が時間の問題になっ
てきていたことを意味していた。その前月の 9 月 12 日に連合国の代表によるヨーロッ
パ諮問委員会で降伏後を見据えたドイツの処理の指針を定めたロンドン議定書が調
印されたが、そのなかで米英ソ 3 国が担当するドイツ占領地区の境界が画定された。
実際の占領に当たっては米英の占領地区の一部を割いたフランス占領地区も設けら
れたが、それが決定されたのは翌年 2 月のヤルタ会談の場においてだった。　　　
　もっとも、米英ソの 3 国が「複数の占領地帯をつくることによりドイツ帝国の解体
を実現しようとしたわけではなかった」（ルップ 38）ことには十分に注意を払わなく
てはならない。占領地区への分割は、「ドイツを平和に対する危険として排除し、ヨー
ロッパ大陸で経済的覇権を握る国として除去しなければならない」（ルップ 39）とい
う連合国の共通の意図に基づいていたのであり、ヤルタ会談でドイツの経済的一体性
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の維持が確認されたように、分割は恒久的ではなく、占領目的が達成されるまでの暫
定的な措置として考えられていたのである。これに応じて占領地区を区分する境界が
確定され、米英とソ連の占領地区の間には総延長で1,381キロメートルの境界線がリュ
ベック湾からバイエルン州のホーフ近くまで引かれたものの、遅かれ早かれいつか
は解消されるものという暗黙の了解が存在したのである。ベルリンについても同様で
あり、米英仏ソの 4 つのセクターに分けられはしたが、共同管理が建前とされた。後
の東ベルリンに当たるソ連セクターとソ連占領地区にはさまれる形で西側 3 国のセク
ターは存在し、やがて一括して西ベルリンと呼ばれることになる。それらとソ連セク
ターとの間には 43.7 キロメートルの境界線があり、ソ連占領地区とは 112.7 キロメー
トルの境界で接していた（Hertle 23）。したがって 1961 年に着手されたベルリンの
壁の総延長は、川の中の境界のように実際にはなにも作られなかったところも含める
と 156.4 キロメートルになる。なお、これらの数字に関しては文献によって若干の相
違があることも付言しておこう。
　1945 年 5 月の戦争終結から 2 ヶ月ほどは境界線は宙に浮いた形になっていた。ド
イツ降伏の時点でアメリカ軍とイギリス軍はヤルタで約定したラインよりも先まで
進撃していたためである。その意味では境界線が固まるのは、両軍が申し合わせたラ
インの後方まで後退し、代わってソ連軍が進出した 1945 年７月初頭まで待たねばな
らなかった。またそれと並行して両軍はベルリンの定められたセクターに進出した。
遅れてフランス軍がベルリンに到着したのは日本の「終戦の日」となった 8 月 15 日
のことだった（Lebegern 18）。
　このようにして境界線が正式に固まったものの、実際にはしばらくは地図上の存
在に近かったといってよい。たしかにソ連と米英占領地区との境界にはそれを示す
標識や木杭が立てられた。また境界を道路が横切る場所には遮断棒が置かれ、森の中
では樹木にペンキで印がつけられた。さらにところによっては簡単な鉄条網が張られ
たが、それはソ連側からだけだった。それぞれの占領地区の間の通行は管轄する軍政
部の許可証を要件とすることが合意されていて、名目的には無許可の通行は禁止され
ていた。そのために占領した各国の兵士が境界線に配置され、監視の任に当ったたも
のの、激しい人の移動が起こった戦争終結後の状況ではほとんど守られなかった。生
活インフラが破壊された都市部では住宅や食糧が欠乏していたのでそれらを求めて
市民が動き回った上、故郷を目指す疎開者、復員する兵士、東部領土から追放されて
居場所を求める避難民や被追放民、闇物資を運ぶに闇商人などの往来が活発だったか
ら、そうした動きを取り締まることは不可能だった。その意味では許可証をもたない
不法な越境がむしろ常態だったといえる。当時は米ソの冷戦は兆しが見えただけで、
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緊迫した国際情勢はまだ存在しなかったので、境界線を見る限りむしろ牧歌的
とさえいえる光景が見られたのである（図 5 参照）。
【図 5】1949 年 6 月の境界線（テューリンゲンとバイエルンの間）　
（出典）Ritter, Jürgen/Lapp, Peter Joachim, Die Grenze, Berlin 2007, S.15.
　1946 年 6 月 30 日にソ連の要請に基づいて占領 4 カ国の代表からなる連合国管理理
事会が境界線を閉鎖する決定を行ったのは、このような状況を統制するためだった。
各占領地区では他からの大量流入によって生活支援の負担が増えるのを抑え、同時に
貴重な労働力が流失するのを防ぐのが狙いだった（Lebegern 20）。そのために許可
証を持つドイツ人に定められたいくつかの通過点で他の占領地区に移動することが
命じられた。けれども、占領各国に長い境界線の全体を監視するのに必要な人的物的
な余力がなく、他方で交通網が寸断されている中で特定の通過点までの迂回を強いら
れるのは大きな負担になる状況では、管理理事会の命令が有名無実に終わったのは当
然だった。
　ところで、こうして無秩序な移動を統制する試みが出てくる中で明瞭になったの
は、境界線の監視の強化とドイツ人による代替の動きである。実効性を別にすれば、
最初は境界線を監視していたのは占領各国の兵士だった。しかし、占領下でドイツ側
の行政機構が構築され、治安維持に当たる警察などが新設されるのと並行して、境界
線の監視にもドイツ人が配置されるようになったのである。もっとも当初は占領軍兵
士を補助することがその任務であり、ドイツ人だけで境界線監視を行ったのではな
かった。しかし 1945 年のうちにニーダーザクセンとバイエルンで、続いて翌 46 年
にヘッセンで国境警察などが編成されたことは注目すべき動きだった（Ritter/ Lapp 
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16）。今日も活動している全国組織の連邦国境警備隊が創設されたのは1951年であり、
冷戦下で西ドイツが東ドイツと対峙していた時だったが、その発端がこれらの州単位
の国境警察にあるのはいうまでもない。
　この動きをソ連占領地区についてみてみよう。ベルリンのソ連セクターを含めたソ
連占領地区では共産党が主導する形で社会民主党と合体した社会主義統一党が 1946
年 4 月に創設された（近藤（4））。そしてこれを梃子にしつつ、ソ連の占領管理体制
が強化されていった。先に触れた連合国管理理事会でのソ連の要請もその一環だった
といえる。上記の管理理事会での決定に続き、占領地区を統治するソ連軍政部は連合
国の協定に違反して 1946 年 12 月 1 日に 2,600 人規模の国境警察の設置を指令した。
これにより、それまでソ連兵だけが担当した境界線の監視にドイツ人が動員されるこ
とになった。国境警察官は 1947 年春まではソ連兵と一緒に境界線の警備に当たった
が、その後はもっぱらドイツ人が監視の任についた。また 1947 年には組織改革が行
われ、規模も 3,700 人にまで増員された。さらに青色の制服が定められ、ピストルを
携行することになった（Lebegern 19）。これによりソ連占領地区の境界線に限って
はほかに比べて監視が強まり、許可のない通行はやや困難になった。ただ後の時期と
比較すると要員は 10 分の 1 程度に過ぎず、監視所も 6 キロから 15 キロの境界線に 1
箇所という疎らな状態であり、移動を統制する効果はあまり期待できなかった。拙稿
でとりあげたメラーが終戦後に境界線近くのソ連側に住んでいたのに友人のいるア
メリカ側にソ連兵に気付かれずに出かけていたが、ドイツ人警察官に交代してから
はやや難しくなったと回顧しているのは、このあたりの事情が背景にある（近藤（3） 
46）。
　このように国境警察が新設され、ドイツ人警察官が監視の任に就くようになったと
はいえ、装備は貧弱だったし、境界線の越境を監視するには人員も足らなかった。ソ
連側を見限って西側へ逃亡する者、身分証明を持たずに西側を訪れる旅行者、物資の
横流しをする闇商人など人とモノが行きかう大きな流れを阻むことは困難だったの
である。その上、最終手段として銃器を使用することをソ連軍政部が 1947 年 8 月の
指針で定めていても、武装したわずかな例外を除けば丸腰の人たちに向けて発砲する
ことには抵抗が強かった。そのために 1950 年代に入っても銃器が使われることは稀
だったという（Holzweissig 507）。この点に関しては次のような述懐が参考になる。
それは学校に軍事教練が導入された 1978 年以後のものであって軍事演習に関わるが、
少年時代を振り返ってある青年はこう語っている。「同じ国民同士なのに、国を出た
い者を撃つ ?　密告する ?　その訓練に僕が参加する ?　僕にはこれがどうしても納
得できなかった。クラスの全員も同じ意見だった」（クライン 149）。たとえ処罰され
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ても発砲はためらわれたのである。
　因みに、東ドイツが成立して以降、これまで発砲命令は文書では発見されていない。
とはいえ、明文ではみつからなくても、それが存在したのは確実視されている。それ
でも発砲そのものがかなり限られていたのは事実であり、後年に設置された自動射撃
装置が「もっとも効果的な逃亡阻止要因」になったといわれるのはその結果だった
（Ritter/ Lapp 151）。国境警察の実効があがらなかった一因はこうした点にも存在し
たのである。このように不評だった発砲命令は最終的には取り消されたが、それは
1989 年 2 月にベルリンの壁で Ch. ギュフロイが射殺されたために国際的非難が高まっ
てからのことだった。ベルリンの壁崩壊が近づいた同年 4 月の国防大臣の口頭指示に
よってようやく発砲命令は撤廃されたのである（近藤（1） 83）。
　以上のように東西間の仕切りが境界線と呼ばれていた当時、越境に付きまとうと思
われがちな生命の危険が稀薄だったのはもとより、身柄を拘束されるリスクも小さ
かった。しかしながら、一見すると長閑にも映るこのような状態は長くは続かなかっ
た。
　米ソの冷戦が激化する中で西ドイツが米英仏 3 カ国の占領地区を合体する形で
1949 年 5 月に建国された。続いて 10 月には東ドイツが建国され、ソ連占領地区は東
ドイツに変わった。この二重の建国が冷戦の色濃い影に蔽われていたのは周知のとこ
ろであろう。そのことは、西側占領地区で前年 6 月に通貨改革が実施され、それに対
抗してソ連がベルリン封鎖に踏み切ったのを見れば明瞭になる。陸上の交通路を断た
れた西ベルリンは文字通りソ連占領地区に浮かぶ陸の孤島になり、食糧や燃料をはじ
めとする必需品をもっぱら空輸に頼らなければならなくなった。このときアメリカを
中心とする西側諸国が生活物資を多数の輸送機を投入して送り届け、空の架け橋を築
き上げたことは有名である。西ベルリンを封じるソ連と空輸で西ベルリンを支援する
アメリカとの力比べは非人道的な共産主義と自由を守る民主主義との対決として理
解され、圧力に屈服しない西ベルリン市民はヒトラーの賛美者から自由と民主主義
の輝かしい擁護者として西側のパートナーに変貌した（Lebegern 15）。これに伴い、
ドイツを舞台とする東西の対立は決定的になったのである。
　ベルリン封鎖自体は 1949 年 5 月に終結した。しかし、その強烈な印象は建国後の
西ドイツに共産主義に対する不信や敵意を植え付け、ナチスの反共主義とは異なるリ
ベラルな反共主義が浸透する契機になった。初代首相アデナウアーはその典型といっ
てよい（大嶽 197）。一方、冷戦の激化を背景にしてソ連占領地区の社会主義統一党
はスターリン主義的な共産党に変容していたが、東ドイツ建国後に労働組合や青年団
体のような大衆団体を系列化するとともに、キリスト教民主同盟など他の政党にも指
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導的地位を承認させて衛星政党に作り変え、事実上の共産党独裁体制が構築された
（近藤（4））。このようにして社会的市場経済と議会制民主主義を主柱とする西ドイツ
と社会主義建設を目指す実質的な共産党独裁の東ドイツがドイツの地で対峙し、しか
も両国がそれぞれ東西陣営に組み込まれたために、東西ドイツが接する境界線が東西
陣営のぶつかる最前線に変貌するのは避けられなかった。
　1949 年の東西ドイツの建国後、かつては牧歌的ともいえた境界線はこのようにし
て大きく姿を変えていった。とくに重大な変化が見られたのは 1952 年だった。この
年を境にして境界線は冷酷さの漂う内部国境に変貌していくのである。
（2）内部国境への変容
　1950 年 6 月に朝鮮半島で熱戦が火を噴いた。そのためヨーロッパでも冷戦が冷た
いままではなくなる可能性が現実味を増すことになった。義勇軍の名で参戦した中国
に対してマッカーサーは原爆の使用を主張したが、そうなった場合、中ソ友好同盟相
互援助条約に基づいてソ連が介入し、西ヨーロッパの「NATO 加盟諸国は報復の空
襲、さらには全面的な地上軍の侵攻を受けることになる」と予想されたからである（ガ
ディス 75）。こうした事態を前にして、とりわけ西ドイツではアデナウアー首相が誕
生間もない自国の安全保障に関して憂慮を深めることになった。そうしたなかでフラ
ンスのプレヴァン首相が西ドイツを含む欧州軍構想を同年 10 月に提唱したが、アデ
ナウアーは即座にこれに呼応するとともに、西ドイツ国防省の前身となるブランク
機関を発足させた。欧州軍構想は翌年から交渉が本格化し、欧州防衛共同体（EDC）
を設立する条約案としてまとめられた。その結果、1952 年 5 月 26 日にボンでドイツ
条約が調印され、続いて 27 日にパリで 欧州防衛共同体条約が締結されたのである。
これにより西ドイツ建国後も西側占領 3 国の地位を支えた占領規約が廃止されるは
ずだった。ところが 1954 年 6 月にフランス国民議会が条約の批准を否決したので欧
州防衛共同体構想は流産に至った。そのために新たな協議を経て同年 10 月にパリ条
約が調印された。それに基づいて西ドイツの主権が承認されるとともに、再軍備して
NATO に加盟することが決まったのはよく知られているとおりである（岩間）。
　境界線を挟んで対峙する東ドイツがこうした一連の西ドイツの動きに敏感に反応
したのは当然だった。それどころか、東ドイツの後ろ盾であるスターリンが西ドイ
ツの西側への組み込みに神経を尖らせ、これを阻む目的で 1952 年 3 月に大胆な提案
をしたのであった。ドイツの再統一と平和条約の締結を骨子とするいわゆるスター
リン・ノートである（金子 162ff.）。この提案はアデナウアーの拒絶にあって流れた
が、このように流動的な情勢の中で当事者である東ドイツ指導部は過敏ともいえる反
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応を示した。というのは、M. フルブルックが指摘するように、冷戦の激化のために
当時の東ドイツでは「不安と仮想敵への偏執病的な恐れによって、それに備える監視
抑圧機構が生じ」たのであり、「階級敵は至るところで活動している、学校でも、事
業所でも、路上でも」という「パラノイア・メンタリティ」が指導部を特徴づけてい
たからである（フルブルック 131; Fullbrook 78）。拙著で考察した政治的反対派に対
する予防的措置が無実の政治犯を作り出したのはその結果にほかならない（近藤（1） 
127f.）。東ドイツの建国から間もない 1950 年に後にシュタージの略称で恐れられた国
家保安省が設置されたのもその一環であり、ドイツ条約調印に 10 日先立つ 1952 年 5
月 16 日に東ドイツの国境警察が内務省から外されてシュタージに編入されたのも同
様だったと考えられる。シュタージはスパイ機関であると同時に国内の反体制派を監
視・摘発する治安機関だったから、国境警察の編入はその役割が変わったことを意味
したのである。
　ところで、スターリン・ノートによる外交攻勢が不調に終わった直後の 4 月にスター
リンは東ドイツ指導部と会見したが、その席で東西の境界を「危険な国境」と見做し、
東側世界全体の西部国境と位置づけて強力に確保するように命じた。同時に彼は東ド
イツの再軍備を推進することについても指示を与えた（Sälter/Wilke 28）。それから
間もない 7 月には、既述のとおり社会主義統一党の第 2 回党協議会の場で社会主義建
設の方針が決議されることになる。ドイツ条約調印の当日に境界線に関する閣僚評議
会の重要な決定が行われたのは、このように急展開していく情勢の一齣だった。この
決定は首相グローテヴォールの名で翌 27 日の官報に公表された。「ドイツ民主共和国
とドイツの西側占領地区との境界線上の措置に関する政令」がそれである（Wagner
（1） 78f.）。この政令には長い趣旨説明が付けられ、ドイツを巡る国際情勢が緊迫して
いるなかで「それに対応するドイツ民主共和国側での境界線保護の欠如は西側勢力に
よってスパイ、破壊工作員、テロリスト、密輸業者をますます大規模にドイツ民主共
和国に潜入させるのに利用されている」ことが政令公布の公式の理由とされている。
これに 3 つの条文が続き、「境界線の監視強化のために即座に厳格な措置をとること
が国家保安省に付託される」として、国家保安省が中心的役割を担うことになったこ
とが示されている。
　この政令の官報掲載と同じ日にもう一つの政令が国家保安省の名で公布された。
16 条からなる「境界線への特別な規制の導入に関する警察政令」である（Lebegern 
25）。その内容は多岐に亙っていて重要だが、要点といえるのは次の諸点である。（1）
境界線に沿って東ドイツ側に幅 10m の管理地帯を設ける。（2）その管理地帯に続い
て幅 500m の保護地帯を設ける。（3）保護地帯の先に幅 5km の立入り禁止区域を設
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ける。（4）管理地帯への立入りはどちらの方向からであっても禁止される。（5）禁止
を破る者は境界パトロールによって逮捕され、その指示に従わない場合には銃器の使
用もありうる。（6）境界線を越えようとする者は指定された国境警察の検問所で有効
な証明書を提示しなければならない。（7）西ドイツの市民には境界地域に滞在する許
可は与えられない。（8）東ドイツの市民が保護地帯ないし立入り禁止区域に滞在する
場合、厳格な規制に従わねばならない。（9）境界地域に居住する者は登録を行い、身
分証明書にスタンプを押した特別許可が与えられる。（10）境界地域に一時的に立ち
入る者は通行証を申請し、人民警察で詳細な申告をしなければならない。（11）保護
地帯では居住と滞在に関する厳しい規制が行われ、住居の外に出るのが許されるのは
日の出から日没までに限られる。（12）保護地帯の飲食店は閉鎖され、集会や催しに
は国境警察の許可が必要とされる。
　以上のように政令は幅広い内容を含んでいたが、大別すれば、境界線の構造を変更
するものと立入り・滞在・居住を規制するものに分けることができよう。構造面につ
いては、政令によってそれまでの境界線が一気に厳重なものに変わったのは容易に推
し量れよう。幅 5km にも及ぶ立入り禁止区域が新設されたので、境界線はもはや線
ではなく、帯に一変することになった。また銃器の使用が明文化されたことによって
その境界地帯には死の危険が漂うことになった。図 6 に示した内部国境の原型はこの
【図 6】ドイツ内部国境
（出典）Lebegern, Robert, Mauer, Zaun und Stacheldraht: 
　　　 Sperranlagen an der innerdeutschen Grenze 1945-1990,  
　　　 Weiden 2002, S.48.　
政令に伴って出現したといっ
てよい。もっとも、まだ地雷
が埋設されておらず、電気の
流れる柵や自動射撃装置など
が設置されていなかった点で
は未完成だったとみることも
できよう。他方、500m の保護
地帯と 5km に達する立入り禁
止区域が設けられたためにそ
こに居住する住民とその関係
者には甚大に影響が生じたし、
外部の者には近寄ることすら
ほとんど不可能になった。そ
れにとどまらない。西ドイツ
に接している境界線付近に居住している住民はスパイの進入を防ぎ、東ドイツ市民の
逃亡を阻止するのに協力することが求められた。そのため、彼らは政治的に信頼でき
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る市民でなくてはならず、信頼できない者は排除されなければならなかった。こうし
た理由からやがて境界地域では政治的な粛清が実行されることになった。後述する害
虫作戦や固定化作戦と称する措置がそれである。
　ともあれ、国家保安省の政令に基づいて境界線が一気に厳重化し、そのために従来
は比較的容易だった不法越境が困難になっていったのは間違いない。無論、境界線の
このように大規模な改造が短時日に果たされたわけではないのは指摘するまでもな
いであろう。その意味では 1952 年に境界線管理の厳重化が決定され、その方針に沿っ
た改造が着手されたというのが正確であろう。図 4 には月別のユーバージードラーの
人数が示されているが、政令の出た 1952 年の後半からその数が増大している一因は、
境界線の改造によって不法越境がますます難しくなるという懸念が早期の逃亡に駆
り立てたという政令の心理的作用があると考えられる。また既述のように逃亡の経路
として西ベルリンの役割が拡大していったが、そのことは境界線が内部国境として次
第に整備され、危険を考慮して境界線での不法越境を断念する傾向が強まったことを
示している。
　ところで、不法越境に伴う危険としては 2 種類あると考えられる。越境に失敗して
逮捕される危険と、銃撃などによる生死に関わる危険である。これらの危険が高まっ
たのは実はベルリンの壁が作られてからだといってよい。
　まず前者についていえば、3 千人程度でスタートした国境警察の人員が増やされ、
後には徴兵された若者を主体とする国境警備部隊が配置されたが、その人員は東ドイ
ツ末期には総計で 5 万人にも達した。それによってパトロールの頻度が高まり、監視
の密度が増したのである。そのほかに、境界線上の主要な構築物が鉄条網から高い金
属柵に変わり、さらに弱い電流を流して探知しやすくなったことが挙げられよう。こ
の切り替えが始まったのは 1968 年のことだった。車の突入に備えた深さ 5m の車両
阻止の塹壕が設けられたのは 1964 年、監視用車両の専用通路が設置されたのは 1962
年、監視員の見通しを改善するために幅 100m の帯が作られたのはやはり 1962 年
である。木製の監視塔が鉄製もしくはコンクリート製 に取り替えられはじめたのは
1964 年であり、塔では最上階からの見張りに常時 2 人がつき、地上階の４人が待機
ないしパトロールに出たのである（Thüringer Institut 10ff.）。なお、監視塔には高さ
や形状の異なる種類があったが、総数では 1984 年の時点で約 700 存在していたとさ
れている（Ritter/Lapp 182）。
　一方、後者の危険についてみれば、銃器の使用はほとんど行われなかった。拙著で
も触れたように、ベルリンの壁では発砲があり、そのために死者が出たことはよく知
られている。ただその衝撃は西ドイツ市民ばかりでなく、東ドイツの指導部にとって
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も大きかった。なぜなら、その写真を載せたニュースが世界中を駆け巡り、国家とし
ての威信を損なったからである。それだけではない。たとえ逃亡者であっても同じ国
民に向けて発砲することは心理的に大きな重圧であり、監視員の間でもためらいが強
かった。生死にかかわらず銃撃して逃亡を阻止した監視員が表彰され報奨金まで授与
されたのは、彼らを鼓舞するためだった（近藤（1） 47）。
　この点を考慮すると、直接的に人が関与しない地雷と自動射撃装置が重要になる。
地雷については埋設が始まったのはベルリンに壁ができた直後の 1961 年 9 月からで
あり、ソ連製の POMS-2 型が使われた。この時は約 150km に 4400 個あまりが埋め
られた。1962 年から 65 年にかけてさらにソ連製の PMD-6 型が使用され、総数では
44 万 9 千個が 800km にわたって埋設された。続いて 1966 年から 83 年にかれてソ連
製 PMN が 36 万 4 千個と東ドイツ製 PMP-71 が 9 万 9 千個およびやはり東ドイツ製
の PPM-2 が 40 万個が仕掛けられた。その一方では、1970 年から東ドイツ製で破片
の飛び散る殺傷力の大きい地雷が登場し、1971 年から 1980 年代初期までに最大で 7
万 1 千個が 450km の金属柵に沿って敷設されたという（Lapp（2） 50）。図 7 に掲げ
たのはドイツ統一後に地雷の撤去をしている光景であり、1995 年に撮影されたこと
から考えて撤去作業が難航したことが推し量れる。また SM70 と NS501 という型の
自動射撃装置に関しては、1971 年から設置が始められ、総延長で 400km 近くにわたっ
て取り付けられた。その総数は明らかではないが、1982 年時点で 5 万 4 千台という
説もある。ただ残虐だという国際的な非難への配慮や西ドイツから巨額の借款を得た
見返りとして 1984 年までに自動射撃装置は撤去された。同様に強力な地雷について
も同じ理由から同年末までに取り除かれたことが知られている。
　　　　　　【図 7】地雷の撤去作業
（出典）Lebegern, Robert, Mauer, Zaun und Stacheldraht:
　　　 Sperranlagen an der innerdeutschen Grenze 
　　　 1945-1990, Weiden 2002, S.70.　　
　地雷の膨大な数から見ても不法
越境に伴う危険が 1960 年代に入っ
て急速に高まったのは明白だが、
そのことは表 2 に示した内部国境
を突破するユーバージードラーの数
が急減したことからも看取できる。
事実、その数はベルリンの壁建設
の翌年に 5,761 人だったのに、63 年
に 3,692 人、64 年に 3,155 人、65 年
に 2,329 人となり、明らかな減少を
示したのであった。さらに 1960 年
代後半からは 1,000 人台にまで下が
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り、1970 年代になると 1,000 人に満たないレベルで推移するようになったのである（近
藤（2） 122）。内部国境やベルリンの壁を越える者のほかに東ドイツと友好関係にあっ
た東欧諸国を通過して西側に逃亡する第三
国経由のユーバージードラーも存在した
が、その数は減少傾向を辿ったものの緩
やかだった上、1980 年代には増大に転じ
ていて前者とは好対照を見せている。西
ドイツへの移住希望者がどれだけ存在し
たのかは推測の域を出ないが、その願望
を実行に移そうとしたとき、危険を顧慮
して内部国境を避ける傾向があったこと
までは確認できる。内部国境の堅固化は
そこで越境を試みるのを押しとどめ、移
住自体を断念させるか、あるいは他の方
途に向かわせたと考えられる。当然のこ
とではあるが、境界線と呼ばれた当時の
手薄な監視体制とは違い、頑丈な内部国
境には明白な抑止効果があったといえよ
う（近藤（1）64ff.）。
　これに関連するもう一つの要点とし
て、銃撃や地雷の炸裂のために死亡した
越境者の人数も重要になる。けれども、
その数については犠牲者の範囲の限定の
ような微妙な問題が絡まるだけに正確を
期すのは難しい。それゆえ、ここでは二
つの例を示しておこう。一つは低い数字
とされるベルリン検察庁の集計である。
表 3 にみるように、そこにはベルリンの
壁の犠牲者も含まれているが、それによ
ると東ドイツが建国された 1949 年からベ
ルリンの壁が崩壊した 1989 年までの 40
年間に総数で 270 人が不法越境に失敗し
て落命した。彼らが悲運な死に至った原
【表 2】1961 以降のユーバージードラー数の推移
（出典）Wendt, Hartmut, Die deutsch-deutschen
          Wanderungen, in: Deutschland Archiv,
          H.4, 1991, S.390 および Frankfurter
          Allgemeine Zeitung vom 21.10.1989
　　　 より作成。
【表 3】東ドイツ国境地帯の死者数
（出典）Hertle, Hans-Hermann/ Sälter, Gerhard, 
　　　  Die Todesopfer an Mauer und Grenze, 
　　　  in: Deutschland Archiv, H.4, 2006, S.671
　　　 より引用。
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因で分けると、銃撃による死者が 237 人、地雷による死者が 33 人だった。またベル
リンに壁ができる以前では銃撃などによる犠牲者は 101 人だったが、地雷はまだ建設
されていなかった関係でその死者は出ていない。したがって地雷を原因とする 33 人
の死者はすべてベルリンの壁建設以降に生じたことになる。
　もう一つは州司法機関合同センターのデータである。この機関は東ドイツにおける
政治的犯罪を捕捉するセンターとして内部国境に近いザルツギッターに設置され、ド
イツ統一後の 1992 年に廃止されたが、そこでまとめられた数字はベルリン検察庁の
それとはかなり異なっている。分類の仕方も違うので詳細は省くが、死者の総数とし
ては 872 人とされている。そこには東ドイツの 27 人の国境警備要員なども数えられ
ているが、どこで死亡したかは明確ではない。いずれにしても、ベルリンを除く内部
国境だけで少なくとも 371 人が命を失ったこと、そのうちベルリンに壁ができる以前
には 100 人だった犠牲者がその後に 271 人に増大したことが明らかになっている。
　さらにヘルトレによる集計も参考になる。彼によると、内部国境のほか、第三国と
東ドイツの間の国境、東ドイツ北部が接するバルト海の 3 つの境界で逃亡しようとし
た結果、命を落としたのは総数で数百人と見積もられる。そのうち銃撃のために死亡
したのは 128 人だった。また地雷の爆発によって即死するか負傷して死に至ったのは
少なくとも 33 人いたとみられている（Hertle（2） 22）。因みに、ベルリン検察庁の
まとめではベルリンに壁ができてからのベルリンでの犠牲者は 86 人とされているが、
ベルリンの壁記念館とポツダムの現代史研究センターの協力による綿密な調査に基
づいて、今ではその数が少なくとも 136 人だったことが確かめられている（Zentrum 
für Zeithistorische Forschung/Stiftung Berliner Mauer 15f.）。そのうち 90 人は銃撃
によって死亡した。死者のうち東ドイツから逃れようとしたのは 67 人であり、15 人
は西ベルリンの居住者か訪問者だった。また 8 人の東ドイツ市民が逃亡の意図がな
かったにもかかわらず落命する結果になったとされている。
　ここに示したのは死者の数に限定されているが、無論、内部国境で逃亡に失敗し
て悲運に見舞われたのは死亡した人々だけではなかった。負傷したか否かにかかわ
らず逮捕された人々が存在するからである。現在では西ドイツへの不法越境である共
和国逃亡に関わるデータも一部が明らかになっている。そこでは区分が明確ではな
く、内部国境で捕えられた人々の数は明らかにならないし、逃亡を準備したのに実行
前に捕えられた人々や出国申請を繰り返したために逃亡の意思があると見做されて
シュタージによって逮捕された人々まで含まれている可能性がある。そうした点に
留意した上でデータをみると、共和国逃亡の罪を犯した犯罪者として捜査の対象に
なった東ドイツの市民の数は 1959 年に 3,791 人だった。しかし壁構築の年 1961 年に
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9,941 人に増大し、翌 62 年には 11,780 人に達してピークを記録した。その後、1963
年から 66 年までは 7 千人から 8 千人前後で推移していき、漸減傾向を辿っていっ
た。また共和国逃亡は東ドイツでは重罪であり、その罪で自由剥奪刑を受けた市民は
1964 年に 2,373 人を数えた。その数が 1965 年から 67 年まで 3 千人台に上昇した後、
1968 年から 70 年までは 2 千人台で推移したことも今では知られるようになっている
（Werkentin（1） 57）。
　いわゆる ｢自由買い｣ については改めて述べるが、その主たる対象になったのがこ
の人々であった。外貨不足に苦しんだ東ドイツが西ドイツのドイツ・マルクを手に入
れ、同時に厄介な反体制派の人々を排除するのに ｢自由買い｣ は恰好の手段になった
といえる（Quillfeld 87）。そればかりか、ビュトナーの回想によれば、出国申請を繰
り返したために職場などで白眼視され、家族全員が様々ないやがらせに苦しめられて
いた彼女は、いつか ｢自由買い｣ によって外貨を稼ぐためにシュタージに逮捕される
のではないかという不安を抱いていたという（Büttner 22）。西ドイツはチャウシェ
スクが長く君臨したルーマニアから同国に暮らすドイツ系住民を買い取り、これも ｢
自由買い｣ と呼ばれているが、東ドイツとの間で続けられたそれも純然たる人身売買
という色彩を拭いとることはできなかった。東ドイツでは有償か無償かを問わず身分
証明書の偽造や改造車の用意のような西側への逃亡幇助を人身売買の罪名で処断し、
最高刑を無期懲役にして厳しく取り締まったが、その裏側ではフォーゲルのような弁
護士を窓口にして政権自体が人身売買に手を染めていたといわねばならない。いわゆ
る助け屋の手引きで東ドイツ市民が西へ逃亡した場合、利益を得るのは助け屋たちだ
けで東ドイツには財政的なプラスにならないのに反し、移住希望者を政治犯に仕立て
上げて西ドイツに売却すれば、ドイツ・マルクという強くて貴重な外貨が入手できた
のである。
　それはさておき、ここまでの検討から明らかになるとおり、多くの人が思い浮か
べるような厳重に管理された内部国境は、ドイツが降伏し、戦勝 4 カ国の占領下に
置かれて 4 つの占領地区に分割された当時から存在していたわけではなかった。また
1949 年には東西に分断された 2 つのドイツが登場したが、冷戦が激化しつつあった
その時点でもいまだそのような内部国境にはなっていなかった。それはまだ文字通り
の境界線であり、内部国境という表現さえ存在しなかった。たしかに形式上は許可証
が必要とされていたとはいえ、監視が手薄だったり、大きな障害物がなかったために
かなり自由に通行ができたのである。
　これに反し、冷戦が本格化した 1950 年代になると、境界線の管理は厳重になった。
そればかりか、境界線そのものが作りかえられて線から帯へと構造的に大きく変貌し
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たのであった。それに伴い境界線は越境の難しい堅固な内部国境に変わったが、そ
の契機になったのが、冷戦下で西ドイツが共産圏からの自国の安全保障を模索し、欧
州防衛共同体構想を起点にして再軍備に向かうようになったことだった。その段階で
東ドイツでも軍隊とは名乗らなくても事実上の軍事組織を保有していたから（中田 
22ff.）、東西陣営の軍事的緊張が厳重な国境を作り出したということができよう。こ
うして内部国境の管理体制は東ドイツの側から強固にされていったが、ユーバージー
ドラーの規模が大きかったことが証明するように、許可を得ていない不法な越境を阻
止するには不十分だった。内部国境に越境を阻止するための様々な設備が施され、さ
らには地雷などが埋められて実際に越境防止の機能を果たすようになるのは、ベルリ
ンに壁が構築されてからのことだったのである。
　しかしそれからほどなくして国際的に緊張緩和の時期が訪れ、平和共存が国際社会
の基調になったのは周知のところであろう。世界を第三次世界大戦の瀬戸際に立たせ
たキューバ危機が決着すると一転して米ソは歩み寄るようになり、1963 年の部分的
核実験禁止条約をはじめとして核戦争の危険が予防されるようになったのである。そ
の意味で、東ドイツの指導部が内部国境の拡充に努めていたのは、軍事的緊張が緩み
つつあった時期であり、冷戦の激化のゆえに必要とされたという本来の存在理由が薄
らぐようになっていた段階だったといってよい。そのことが意味するのは、内部国境
がもはや軍事的な理由ではなく、東西間の人の移動を阻むことを主眼とする施設に変
わってきたことであろう。1961 年のベルリンの壁の構築は、人口流出に苦慮してい
た東ドイツ指導部が最後の手段として実行した強硬策であり、最初から東ドイツ市民
の流出を阻止する目的が透視できた。けれども、壁建設を境にして内部国境がますま
す堅固にされていった事実に照らすと、内部国境についても表向きの軍事的理由の背
後にあった人口面の理由が前面に押し出されてきたと捉えることができるのである。
